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1 はじめに 

 

馬場目川水系では、昭和 54 年 6月～8月に戦後最大の洪水が発生し、沿川市町村の中心部

を含む流域平地部に甚大な被害が発生した。 

その後も、昭和 62 年 8月や、平成 25年 9 月などに、幾度となく水害が発生している。 

 

全国では、平成 27年 9月には、関東地方北部や東北地方南部を中心に記録的な豪雨が発生

し、鬼怒川や鳴瀬川水系渋井川において、堤防が決壊するなどにより、広範囲で浸水被害等

が発生した。 

 

このようなことから、国では、「水防災意識社会 再構築ビジョン」を踏まえ、平成 28 年

5 月 31 日に「雄物川大規模氾濫時の減災対策協議会」を設立した。 

また、平成 28 年 8 月の台風 10 号では、岩手県岩泉町の小本川が氾濫し、甚大な被害が発

生したことを踏まえ、県管理河川においては、平成 29 年 6月 1 日に「秋田地域県管理河川減

災対策協議会」、平成 29年 6 月 28 日に「山本地域県管理河川減災対策協議会」を設立した。 

 

一方で、令和 2年 9月 18 日には、近年の激甚な水害や気候変動による水害の激甚化・頻発

化に備え、流域全体で水害を軽減させる「流域治水」を計画的に推進する「雄物川圏域流域

治水協議会（馬場目川水系含む）」を設立しており、この流域治水協議会においては、減災対

策協議会の取組方針（避難・水防対策）を共有していくことになっている。 

 

これらの状況を踏まえ、雄物川水系「大規模氾濫時の減災対策協議会」と馬場目川水系を

対象とした「山本地域県管理河川減災対策協議会」及び「秋田地域県管理河川減災対策協議

会」を統合した雄物川圏域「大規模氾濫時の減災対策協議会」（以下「本協議会」という。）

を令和 4年 2月 18 日に設立した。 

 

本協議会では、「現状の水害リスク情報」や「市町村が行う円滑かつ迅速な避難の取組」、

「適確な水防活動等の取組」など各取組状況の情報を共有・実現するため、令和 7 年度まで

行う「馬場目川水系の減災に係る取組方針」（以下「取組方針」という）について、とりまと

めたものである。 
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2 本協議会の構成員（馬場目川水系を抜粋） 

本協議会の参加機関及び構成員は以下のとおり。 
（雄物川圏域大規模氾濫時の減災対策協議会規約第 4 条１ 別表１より） 

秋田市長 

男鹿市長 

潟上市長 

三種町長 

五城目町長 

八郎潟町長 

井川町長 

大潟村長 

農林水産省 東北農政局 西奥羽土地改良調査管理事務所長 

気象庁 秋田地方気象台長 

秋田県 総務部 危機管理監 

 農林水産部長 

 
建設部長 

 
 
本協議会の作業部会参加機関及び構成員は以下のとおり。 
（雄物川圏域大規模氾濫時の減災対策協議会規約第 5 条 3 別表 4 より） 
 

秋田市 総務部 防災安全対策課  

男鹿市 総務部 総務課 

潟上市 総務部 総務課 

三種町 町民生活課 

五城目町 住民生活課 

八郎潟町 町民課 

井川町 町民課 

大潟村 住民生活課 

気象庁 秋田地方気象台 

秋田県 総務部 総合防災課 

 農林水産部 農地整備課 

 建設部 下水道マネジメント推進課 
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建設部 河川砂防課 

 
山本地域振興局 総務企画部 地域企画課 

  農林部 農地整備課 

  
建設部 保全・環境課 

 
秋田地域振興局 総務企画部 地域企画課 

  農林部 農地整備課 

  
建設部 保全・環境課 
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3 馬場目川水系の概要 

本協議会では、山本・秋田地域の馬場目川水系県管理河川を対象として減災対策に取り組む。 
 
馬場目川は、その源を南秋田郡五城目町の馬場目岳（標高 1,037m）に発し、三種川、井川等の

22 支川を合わせて八郎潟調整池に入り、船越水道を通り日本海に注ぐ、幹川流路延長 47.5km の

秋田県内最大の二級河川である。 
 
その流域は、秋田市、男鹿市、潟上市、三種町、五城目町、八郎潟町、井川町、大潟村の 3 市

4 町 1 村からなり、北部は能代市、東部は上小阿仁村、仙北市および北秋田市、南部は大仙市お

よび由利本荘市、西部は日本海に接している。流域面積は、約 910.5km2 と広大で、県全体の約

8％を占める。 
 
県管理河川は、馬場目川水系、賀茂川水系及びその他水系などの 3 水系、30 河川、管理延長約

275.077km であり、このうち水位周知河川は 2 河川、非水位周知河川は 28 河川である。 
 

【馬場目川水系における県管理河川（水位周知河川）】（1水系2河川） 

No 河川名（山本地域） 管理延長（km） No 河川名（秋田地域） 管理延長（km） 

1 馬場目川水系三種
ミ タ ネ

川
ガワ

 52.196 2 馬場目川水系馬場目
バ バ メ

川
ガワ

 47.518 

 

【馬場目川水系における県管理河川（非水位周知河川）】（3水系28河川） 

No 河川名（山本地域） 管理延長（km） No. 河川名（秋田地域） 管理延長（km） 

1 馬場目川水系 鯉
コイ

川
カワ

 5.500 1 馬場目川水系小深見
コ フ カ ミ

川
ガワ

 2.700 

2 

※ 
馬場目川水系西部承

セイブシヨウ

水路
ス イ ロ

 (23.177) 
2

※ 
馬場目川水系西部承

セイブシヨウ

水路
ス イ ロ

 23.177 

3 馬場目川水系 種沢
タネサワ

川
ガワ

 1.600 3 馬場目川水系馬踏
バ フ ミ

川
ガワ

 13.220 

4 馬場目川水系 鹿渡川 3.300 4 馬場目川水系豊川
トヨカワ

 13.100 

5 馬場目川水系 糸流
イトナガレ

川
ガワ

 2.900 5 馬場目川水系井川
イ カ ワ

 11.500 

6 馬場目川水系 鵜川
ウ カ ワ

川
ガワ

 13.000 6 馬場目川水系赤沢
アカザワ

川
ガワ

 3.900 

7 馬場目川水系 金光
コンゴウ

寺川
ジ ガ ワ

 6.100 7 馬場目川水系富津
フツナイ

内川
ガ ワ

 16.254 

8 馬場目川水系 仁
ジン

助川
スケガワ

 3.300 8 馬場目川水系内川
ウチカワ

川
ガワ

 6.800 

9 馬場目川水系 谷地沢
ヤ チ サ ワ

川
ガワ

 2.700 9 馬場目川水系滝
タキ

ノ
ノ

下川
シタガワ

 4.700 

10 馬場目川水系 添
ソエ

畑
ハタ

川
ガワ

 2.500 10 馬場目川水系高干
タ カ チ

川
ガワ

 2.200 

11 馬場目川水系 小又
コ マ タ

川
ガワ

 7.300 11 賀茂川水系賀茂
カ モ

川
ガワ

 4.502 
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12 馬場目川水系 西
ニシ

又
マタ

川
ガワ

 1.300 12 賀茂川水系浦
ウラ

ノ沢
ノ サ ワ

川
ガワ

 2.046 

 -  13 賀茂川水系仏
ブツ

供
ク

田川
デンガワ

 0.984 

 -   14 その他水系鮪
シビ

川
カワ

川
ガワ

 2.480 

 -  15 その他水系滝川
タキカワ

 7.400 

 -  16 その他水系比
ヒ

詰
ヅメ

川
ガワ

 3.400 

   17 その他水系下浜
シモハマ

鮎川
アユカワ

 7.500 

      

水位周知河川（1水系 2河川）、非水位周知河川（3水系 28 河川）、計 3水系 28 河川 

No.2※ 馬場目川水系西部承水路は重複管理 

 

4 現状での取組み状況 

馬場目川水系における減災対策について、現状と課題を抽出した。結果は以下のとおり。 
円滑かつ迅速な避難のための取組 

① 情報伝達、避難計画等に関する事項 

項目 現状○  課題● 

洪水時における河川

管理者や気象台から

の情報提供 

○県では、計画規模の洪水浸水想定区

域図を策定し、県ＨＰ等で公表して

いる。 

○最大クラスの洪水を対象とした洪水

浸水想定区域図を順次作成すること

としている。 

●想定最大規模降雨の浸水想定区域図

については、ハザードマップを作成

する自治体と作成の優先順位につい

て協議する必要がある。・・・(1) 

 ○水位周知河川として、三種川(山本)、

馬場目川(秋田)を指定し、県が水防

管理者(各市町村)及び関係機関へ水

位情報を通知するとともに、報道機

関を通じて一般に周知している。 

○県及び気象台は、自治体とのホット

ラインの試行運用を行い、ホットラ

イン伝達体制構築を行っている。 

○各自治体では、避難指示等の発令の

際には、必要に応じて気象台、県等

に助言を求めることとしているほ

か、避難情報の発令の参考情報とし

て水位上昇に関する情報を求めてい

る。 

●水位周知河川での氾濫危険水位等の

防災情報の意味や情報を受けた場合

の対応について、出す側、受ける側

ともに理解を深め、確実に実施でき

る体制を整える必要がある。・・・(2) 

●水位周知河川の指定数について、現

状で十分ではないことが問題とされ

ている。・・・(3) 

●ホットラインの実効性を確保するた

め、試行運用の結果を踏まえた自治

体との伝達体制の構築が必要であ

る。・・・(4) 
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項目 現状○  課題● 

自治体における情報

の収集と活用 
○各自治体では、河川水位情報、今後

の気象情報・予報等（気象庁防災情

報システム）、県管理河川や土砂災害

の危険性等（秋田県河川砂防情報シ

ステム）を情報収集している。 

○一部の自治体では、収集した情報は、

避難情報発令の判断に活用してい

る。 

○一部の自治体では、収集した気象情

報等や水防団の活動状況は、ホワイ

トボードへの掲示や口頭での共有を

図っている。 

 

●一部の自治体では、情報収集・共有

に関する習熟や情報を分析する職員

の増員と技術向上の必要や、気象庁

の防災情報提供システムの使用法に

ついて習熟の必要が指摘されてい

る。・・・(5) 

災害対応体制の確保 ○一部の自治体では、水害に特化した

動員体制は無く、一般災害の体制を

準用している。 

○一部の自治体では、体制に移行する

動員基準は具体の雨量や水位で整理

されておらず、防災担当課の判断で

動員が行われている。 

○一部の自治体では、水害時の災害対

策本部立ち上げ基準が未設定の場合

がある。 

●自治体では、水害対応に関する職員

の習熟の必要性や、水害の長期化や

大規模化に対応できる体制づくりの

必要性が指摘されている。・・・(6) 

避難指示等の発令基

準及び発令状況 
○水位周知河川では、水位等の情報に

基づく定量的な避難指示等の発令基

準が設定されている。 

○一部の自治体では、水位周知河川以

外の河川で、独自に避難指示等の発

令基準を定めている場合があるが、

多くの自治体では定量的な基準は設

定されていない。 

●水位周知河川以外の河川についても

必要に応じて発令基準の策定が必

要。・・・(7) 

●避難指示等の防災情報について、行

政や住民が十分に理解しておく必要

がある。・・・(8) 

           
 

○一部の自治体では、何らかの避難情

報発令経験があり、遅延なく情報提

供を実施した経験がある。 

○一部の自治体では、短時間の大雨、

急激な水位上昇を伴う昨今の水害状

況に対応するために、避難情報の発

令判断を素早く行う必要に迫られて

いると感じている。 

○一部の自治体では、避難情報発令に

対して心理的な敷居の高さに強く感

じており、空振りに伴う住民の危機

意識が損なわれることや、被害が発

生しなかった際の住民からの反感を

その要因として指摘している。 

●一部の自治体では、避難指示等の発

令基準マニュアルの作成、更新の必

要性や、又はマニュアルを作成して

間もなく、その習熟の必要性が指摘

されている。・・・(9) 

●一部の自治体では、職員が防災気象

情報に対して知識や経験をつまない

と適確な避難指示等発令に結びつか

な い と の 課 題 が指 摘さ れ て い

る。・・・(10) 

●河川管理者、自治体、気象台等に加

え様々な関係者による多様な防災行

動を検討できる体制の構築が必

要。・・・(11) 
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項目 現状○  課題● 

避難場所・避難経路 ○各自治体では、作成したハザードマ

ップに避難場所等が記載されてい

る。 

○一部の自治体では、避難所の設置は

状況によるが、基本的に夜間は避け、

日中のうちに準備を進めている場合

がある。 

○一部の自治体では避難所設置訓練を

実施している場合がある。 

 

●自治体では避難場所の設置について

マニュアル作成の必要性が指摘され

るとともに、想定最大規模の浸水想

定区域図作成にあわせ、関係自治体

において計画的にハザードマップを

見直すことにより、想定最大規模の

浸水想定に対応した避難場所等の見

直し検討が必要。・・・(12) 

住民等への情報伝達

の方法 
○秋田県防災ポータルサイトで避難や

水防に役立つ雨量、河川水位情報等

を提供している。 

○自治体では、避難情報の伝達は、防

災行政無線、広報車、エリアメール、

登録制メール、マスコミへの情報提

供、防災ネットあきた、町内会長の

呼びかけ等の様々な伝達手段を整備

している。 

 

●避難指示等重要な情報を住民へ確実

に伝える必要がある。・・・(13) 

●インターネット等により情報提供し

ているが、情報の入手先が住民まで

伝わっていない懸念がある。・・・(14) 

避難誘導体制 ○各自治体では、自主防災組織や消防

団等と連携した避難誘導体制を地域

防災計画等で定めている。 

●自治体では、実践的な避難誘導訓練

の実施の必要性が指摘されている。 

・・・(15) 

 

平時からの住民等へ

の啓発、防災教育・

訓練 

○一部の自治体では、町内会や自主防

災組織等の訓練や防災学習などに職

員を派遣している。 

○一部の自治体では、要配慮者の避難

を手助けするため、リヤカーを使用

して訓練を実施しているほか、住民

の防災意識の向上を図るため、防災

に関する講習会を実施している。 

●一部の自治体では、学校等での防災

教育や地域での防災学習会等の有効

性が指摘されるとともに、実践的な

訓練の必要性が指摘されており、更

なる防災教育や訓練の充実が必要で

ある。・・・(16) 

要配慮者利用施設へ

の対応 
○県では、平成 29 年度から県内の要配

慮者利用施設の管理者を対象に、水

害・土砂災害時の避難に関する防災

情報等についての理解を深める説明

会を開催している。 

○一部の自治体では、要配慮者利用施

設への情報伝達は、防災行政無線、

戸別受信機、登録制メール、電話等

で行っている。 

○現状では、要配慮者利用施設におい

て避難確保計画は未作成の場合が多

く、災害時の施設と自治体の責任分

担についても未整理の状態である。 

 

●避難確保計画未作成の施設は、計画

を作成し、その施設は、避難計画に

基づく避難訓練を実施し、災害に備

える必要がある。・・・(17) 

注釈 ●後ろの（ ）数字は課題番号 
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② 円滑かつ迅速な避難に資する施設等の整備に関する事項 

項目 現状○ 課題● 

河川水位等に係る情

報提供 
○国・県管理河川の水位観測所の情報

及び気象庁・秋田県の雨量観測所の

情報は、秋田県河川砂防情報システ

ムで確認できるようになっている。

また、希望する自治体の防災担当者

へ、県管理河川の基準水位到達情報

の携帯メール配信をしている。 

 

●大規模水害に備えて、水位計や雨量

計の増設や配置見直しについて検討

する必要がある。また、検討にあた

り避難指示等を担当する市町村と必

要河川等について協議する必要があ

る。・・・(18) 

 

●水位上昇の早い中小河川では、水位

情報のみに頼った判断では手遅れと

なる恐れがあるが、これを補完する

雨量情報が十分に活用されていな

い。・・・(19) 

 

 

 

③ 水防に関する事項 

項目 現状○ 課題● 

河川の巡視 ○県では、洪水時に重要水防箇所を中

心に、必要に応じて河川巡視を行っ

ている。 

○各自治体では、洪水時に重要水防箇

所を中心に、必要に応じて水防団(消

防団)等による河川巡視を行ってい

る。 

●出水時に水防活動が適確に行われる

よう水防団等と河川管理者で、河川

巡視で得られた堤防や河川水位の状

など、情報共有等を進める必要があ

る。・・・(20) 

重要水防箇所の見直

しや水防資機材の整

備状況 

○水防上特に注意を要する区間を定

め、重要度に応じて重要水防区域と

して秋田県水防計画書に記載すると

ともに県のＨＰで公表している。 

○国・県・市町村（水防管理団体）そ

れぞれ水防倉庫を所有し、水防資機

材の保有・管理するとともに、毎年

出水期前に、資機材の点検を実施し

ている。 

 

●重要水防区域等の水害リスクが高い

箇所の現地状況について、河川管理

者 と 市 町 村 と の共 通認 識 が 必

要。・・・(21) 

 

●各自治体では、水防資機材について

の備蓄の数量の確認や資器材・倉庫

の拡充の必要性が指摘されているこ

とから、水防団等と河川管理者が連

携して的確な水防活動を推進するた

め、倉庫の位置や資機材に係る情報

を共有する必要がある。・・・(22) 

 

注釈 ●後ろの（ ）数字は課題番号 
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項目 現状○ 課題● 

水防活動の実施体制

の確保と水防技術の

維持向上対策 

○各自治体では、水防団(消防団)員等

不足や高齢化を踏まえ、団員の確保

対策を実施している。 

●協議会の場等を活用して、水防団員

の募集、自主防災組織、企業等の参

画を促すための具体的な広報の進め

方について検討の上、順次実施する

必要がある。・・・(23) 

水防訓練の実施 ○各自治体では、水防団等の技術力向

上のため、水防訓練等を実施してい

る。 

 

●多様な関係機関や住民参加により、

より実践的な水防訓練となるよう、

訓練内容を検討し、調整して実施す

る必要がある。・・・(24) 

自治体庁舎や防災拠

点等の耐水化等の対

応 

○浸水の恐れがあるが等施設のある自

治体では、安全な庁舎の新設、施設

の耐水化を実施している。 

 

●該当する自治体では、水害時の業務

継続体制の整備の必要性が指摘され

ている。・・・(25) 

●今後の、想定最大規模の浸水想定区

域図作成にあわせて、浸水想定区域

内の市町村庁舎や災害拠点病院等の

機能確保に関する情報を把握、共有

する必要がある。・・・(26) 

 

 

 

 

④ 河川管理施設の整備に関する事項 

項目 現状○ 課題● 

決壊までの時間を少

しでも引伸ばす堤防

構造の工夫(危機管

理型ハード対策) 

○治水安全度の緊急性や地元要望等を

考慮して河川整備を推進している。 

 

●近年、激化する気象状況（ゲリラ豪

雨や台風の大型化など）からも、流

域 の 治 水 安 全 度は 十分 で は な

い。・・・(27) 

注釈 ●後ろの（ ）数字は課題番号 

注釈 ●後ろの（ ）数字は課題番号 
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5 減災のための目標 

円滑かつ迅速な避難や適確な水防活動の実施及び氾濫水の排水等の対策を実施するため、各

構成機関が連携して令和７年度までに達成すべき減災目標は以下のとおり。 
 

【概ね 5年間で達成すべき目標】 

 

馬場目川水系は、これまで幾度となく水害が発生し、山間部を流下する河川特有の流下型の 

氾濫と平野部における拡散型の氾濫といった河川特性を持ち、近年頻発している集中豪雨によ 

り急激な水位上昇を生ずる恐れがあり、迅速な防災行動を求められることが想定される。 

今後、発生し得る大規模水害に対し『動かす・ねばる・戻す』ことにより、氾濫被害の最小 

化を目指す。 

 

○動かす･･･「避難しなくても大丈夫」という行政・住民の気持ちを動かし、住民を避難へ 

と動かす。 

○ねばる･･･ 浸水域から遠く離れた避難場所まで逃げる時間を稼ぐ水防活動で、ねばる。 

 

○戻す･････ 地域社会を一日でも早く元の状態に戻す。 

 

※大規模水害： 想定し得る最大規模降雨に伴う洪水氾濫による被害 

 

【目標達成に向けた３本柱】 

上記目標の達成に向け、河川管理者が実施する堤防整備や洪水調節施設の整備など、洪水氾 

濫を未然に防ぐ対策に加え、以下の項目を３本柱とした取組を実施する。 

 

①「動かす」 逃げ遅れゼロに向けた迅速な情報発信と避難誘導 

 

②「ねばる」 氾濫被害の防止や軽減、避難時間の確保のための情報共有と水防活動の強化 

 

③「戻 す」 日常生活及び社会経済活動の一刻も早い回復を可能とする排水活動 

 

 

 

6 概ね5年で実施する取組み 

氾濫が発生することを前提として、社会全体で、常に洪水に備える「水防災意識社会」を再 

構築することを目的に、各構成機関が取組む主な内容は次のとおり。 

1) ハード対策の主な取組み 

堤防整備などは整備途上であり、洪水により氾濫するおそれがある。また、適切な避難行動 
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や水防活動に資するハード対策が不足している。このため、ハード対策のうち、主な取組項目・ 
目標時期・取組機関は以下のとおり。 

 
2) ソフト対策の主な取組み  

各構機関が実施するソフト対策のうち、主な取組み項目・目標時期・取組み機関については、

以下のとおり。 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【動かす】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

① 逃げ遅れゼロに向けた迅速な情報発信と避難誘導 

 

主な取組み項目 課題の対応 目標時期 取組機関 

■洪水氾濫を未然に防ぐ対策 

ハード 1 
・堤防整備 
・河道掘削 (27) 継続実施 秋田県 

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備 

ハード 2 ・簡易水位計等の基盤整備 (18)(19) 継続実施 秋田県 

ハード 3 

・庁舎や排水機場等の耐水性の確認・

対策（耐水化・ＢＣＰ等ソフト対策

を含む） 

(6)(12) 

(15)(25) 

(26) 

継続実施 

秋田県 
市町村 

秋田地方気象台 

主な取組み項目 課題の対応 
目標 

時期 
取組機関 

■平時からのリスク情報の周知と防災教育・訓練等に関する取組 

動かす 1 

・タイムラインを活用したロールプレイン

グ等のリアリティのある防災訓練の実

施・タイムラインの検証及び改訂・多機関

連携型タイムラインの拡充 

(2)(4) 

(8)(9) 

(10)(11) 

(12) 

継続

実施 

市町村 
秋田県 

秋田地方気象台 

動かす 2 

・水害リスクの高い区間における地域住民

が参加する共同点検や避難訓練の実施 

(8)(11) 

(12)(15) 

(16)(20) 

(21)(24) 

継続

実施 

市町村 
秋田県 

動かす 3 

・水害リスクを共有するための教育機関等

と連携した防災教育の実施 

(8)(11) 

(12)(15) 

(16)(20) 

(21)(24) 

継続

実施 

市町村 
秋田県 

秋田地方気象台 

動かす 4 

・要配慮者利用施設の管理者への説明会の

実施 (17) 
継続

実施 

市町村 
秋田県 

秋田地方気象台 

動かす 5 

・要配慮者利用施設の避難計画の作成及び

訓練の促進 (17) 
継続

実施 

市町村 
秋田県 

秋田地方気象台 
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・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【ねばる】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

② 氾濫被害の防止や軽減、避難時間の確保のための情報共有と水防活動の強化 

動かす 6 

・地域包括支援センター等との連携 

(17) 
継続

実施 

市町村 
秋田県 

秋田地方気象台 
■発災時の迅速かつ確実な避難に関する取組 

動かす 7 

･ 住民の避難行動に着目した各市町のタイ

ムラインの運用及びマイタイムラインの

作成 

(2)(4) 

(8)(9) 

(10)(11) 

(12) 

継続

実施 

市町村 
 

動かす 8 

・ 気象情報発信時の「危険度の色分け」や

「警報級の現象」等の改善（水害時の情報

入手のし易さをサポート） 
(2) 

継続

実施 
秋田地方気象台 

動かす 9 

・想定最大規模降雨による浸水想定区

域図、氾濫シミュレーション、家屋倒壊

等氾濫想定区域の公表 

 

(1)(2) 

(3)(7) 

(12) 

継続

実施 

市町村 
秋田県 

動かす 10 

・住民の主体的避難を促す情報伝達手段の

拡充（防災メール、防災ラジオ、SNS 等） (5)(13) 

(14) 

継続

実施 

市町村 
秋田県 

秋田地方気象台 

動かす 11 

・雄物川水系取組 

プッシュ型の洪水予報等の情報発信 

 

(13)(14) － 
秋田地方気象台 

東北地整 

動かす 12 

・想定最大規模の洪水での避難計画を考慮

したハザードマップの作成・周知及びま

るごとまちごとハザードマップの推進 

(1)(2) 

(3)(7)(12) 

継続

実施 
市町村 

動かす 13 

・住民の避難情報に関する意識調査などを

実施し、取組方針へ反映 (13)(14) 
随時

実施 
市町村 

主な取組み項目 課題の対応 
目標 

時期 
取組機関 

■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化に関する取組 

ねばる 1 
・流域内の関係機関が防災情報を共有できる

体制を整備 
(23)(24) 

継続

実施 

市町村 
秋田県 

秋田地方気象台 
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・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【戻す】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

③ 日常生活及び社会経済活動の一刻も早い回復を可能とする排水活動 

 
3) 取組の進め方 

地域防災力向上のために、これらの取組を継続的に行うことで住民自らが災害や防災への興

味・関心を高め、「自分の命は自分で守る」という主体的な姿勢を育み『災害から生き抜く力』

を身に付け、さらには世代間の継承、災害に強い馬場目川水系の文化の形成を図るものとする。 
 
 

7 フォローアップ 

各構成機関の取組内容については、必要に応じて、防災業務計画や地域防災計画及び河川整 
備計画等に反映するなど、責任を明確にし、組織的、計画的、継続的に取り組むこととする。 
原則、本協議会を毎年出水期前に開催し、取組の進捗状況を確認するとともに、必要に応じ

て全国の取組内容や技術開発の動向等も踏まえ、取組方針を見直すこととする。 
また、実施した取組についても訓練等を通じて習熟、改善を図る等、継続的なフォローア 

ップを行うこととする。 

ねばる 2 

・関係機関が連携した水防訓練・水防団同士

の連絡体制の再確認の実施 (23)(24) 
継続

実施 

市町村 
秋田県 

秋田地方気象台 

ねばる 3 

・重要水防箇所の合同巡視 

(20)(21) 
継続

実施 

市町村 
秋田県 

秋田地方気象台 

ねばる 4 

・水防資機材の保有状況の確認 

(22) 
継続

実施 

市町村 
秋田県 

秋田地方気象台 

主な取組み項目 課題の対応 
目標 

時期 
取組機関 

■排水活動及び訓練、施設運用に関する取組 

戻す 1 

・排水施設等の情報共有、浸水区域内の自然

勾配を踏まえた排水の検討を行い、大規模

水害を想定した氾濫時の緊急排水計画

（案）を作成 

(21)(22) 

(24)(26) 

継続

実施 

市町村 
秋田県 

戻す 2 

・関係機関と連携したリアリティのある水

防・排水訓練の実施 (23)(24) 
継続

実施 

市町村 
秋田県 


